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これからの社会的養育と

里親制度について

公益財団法人　全国里親会副会長

認定NPO法人　児童虐待防止協会理事長

NPO法人　子どもセンターぬっく　副理事長

津崎哲郎

「新しい社会的養育ビジョン」の骨子
平成29年8月　新たな社会的養育の在り方に関する検討会

“代替養育は家庭での養育を原則とし、高度に専門的な治療的ケアが一時

的に必要な場合には、子どもへの個別的対応を基盤とした「できる限り良
好な家庭的な養育環境」を提供し、短期の入所を原則とする。また、里親
を増加させ、質の高い里親養育を実現するために、児童相談所が行う里
親制度に関する包括的業務（フオスダノング業務）の質を高めるための里

費霧議嘗翳親鰹整誓と共に、民間団体も担えるようフオス

“代替養育に関し、児童相談所は永続的解決を目指し、適切な家庭復帰計

画を立てて市区町村や里親等と実行し、それが不適当な場合には養子
縁組といった、永続的解決を目指したソーシャルワークが児童相談所で
行われるよう徹底する。中でも、特別養子縁組は重要な選択肢であり、

饗霹鰐諸畿襲鵜島謹窺堅糀落丁分とはいえなかっ
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ビジョンの実現に向けた工程

”就学前の子どもは、家庭養育原則を実現するため、原則として施設への新規措置

少残酷孫轟灘連結舘2年度までに全国で行われるフオス到

・愛着形成に最も重要な時期である3歳未満については概ね5年以内に、それ以外

の就学前の子どもについては概ね7年以内に里親委託率75％以上を実現し、
学童期以降は概ね10年以内を目途に里親委託率50％以上を実現する。

“乳児院が豊富な経験により培ってきた専門的な対応能力を基盤として、今後はさら

に専門性を高め、一時保護された乳幼児とその親子関係に関するアセスメント、
障害等の特別なケアを必要とする子どものケアのあり方のアセスメントとそれに
基づく里親委託準備、親子関係改善への通所指導、産前産後を中心とした母子
の入所を含む支援、家庭復帰に向けた親子関係再構築支援、里親“養親支援の
重要な役割を地域で担う新たな存在として、機能の充実が不可欠である。その際
一時的な入所は、家庭養育原則に照らし、限定的、抑制的に判断すべきである。

今後、これまでの乳児院は多機能化“機能転換し、こうした新たな重要な役割を
担う。国はそのための財政的基盤をできるだけ早く構築すると共に、乳児院をそ
の機能にあった名称に変更する。

都道府県社会的養育推進計画の策定要領
平成30年7月　記載事項

（1）都道府県における社会的養育の体制整備の基本的考え方及び全体像
（2）当事者である子どもの権利擁護の取り組み（意見聴取〃アドポカシー）
（3）市区町村の子ども家庭支援体制の構築等に向けた都道府県の取組
（4）各年度における代替養育を必要とする子どもの数の見込み
（5）里親等への委託の推進に向けた取組
（6）パーマネンシー保障としての特別養子縁組の推進のための支援体制の
構築に向けた取組
（7）施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化“機能転換に向
けた取組
（8）一時保護改革に向けた取組
（9）社会的養護自立支援の推進に向けた取組
（10）児童相談所の強化等に向けた取組
（11）留意事項
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（5）里親等への委託の推進に向けた取組

①フオスダノング業務の包括的な実施体制の構築
・都道府県が行うべき里親に関する業務（フオスダノング業務）の実施体制の

構築に向けた計画を策定すること
“2020年度までに、各都道府県において、里親のリクルート及びアセスメント、

里親登録前後及び委託後における里親に対する研修、子どもと里親家
庭のマッチング、子どもの里親委託中における里親養育への支援、里親
委託措置解除後における支援に至までの一連の業務（フオスダノング業
務）の包括的な実施体制を持築すること

②里親やファミリーホームへの委託子ども数の見込み
“里親やファミリーホームへの委託子ども数の見込みを推計すること。その

上で乳幼児75％以上、学童期以降50％以上の里親委託立の実現に向
けて、2024年度時点及び2029年度時点における里親委託立の目標を
設定するとともに、必要な里親数等が確保されるべき時期の見込みを明
らかにすること

里親に求められる新たな役割

。都道府県による社会的養育推進計画策定へ

の関与

現在各都道府県及び政令市はそれぞれの社
会的養育推進計画策定に向けて作業を行っ
ている。それらの計画策定内容は多岐にわ
たっているが、既存の里親会等が何らかの形
で策定計画に関与し、里親経験者としての考
えや知見を計画の中に反映させることが大切
である
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里親に求められる新たな役割

。家庭復帰計画への積極的な関与の役割

従来、実親家庭への家庭復帰は、児童相談所に委
ねられていることが多く、里親は受け身の立て場で

あることが多かったが、今後は家庭復帰に係わって、
児童相談所、市区町村、里親等が一体となって調
整、計画、遂行していく必要が生じることになる。た
だ、日本では実親家庭に対する改善の仕組みが弱
く、課題を抱えた実親家庭の問題に、里親も巻き込
まれるリスクが懸念される

里親に求められる新たな役割

“里親の大幅な開拓と支援

里親の開拓と支援において、大幅な拡大が求
められている。直接的には児童相談所や新
たに立ち上がる包括的フオスダノング機関な

どがその役割を担うことになるが、既存の里

親もそれらの機関と連携を図りつつ、新たな
里親の開拓や、新規の里親に対する支援の
役割を求められることになる
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里親に求められる新たな役割

。不調ケースの予防に向けた取組

里親が増大し、難しい子どもも里親家庭に委託され
るようになると、不調ケースが増加する可能性が大
きくなる。事実欧米では、不調ケースの割合が高く、
里親間を転々とするドリフト現象が問題になってい

る。こうなればパーマネンシーの逆機能であり、施

設以上に子ども、里親双方の傷つきが大きいので、
その予防に向けた、検証制度、知見共有などの具
体化を、児童相談所やフオスダノング機関などと共
に取り組む必要がある

里親の新たな役割

。養子縁組み里親との新たな連携

ビジョンが特別養子縁組み等の養子制度の
促進を目指している以上、従来の養育里親
中心から、新たに養子縁組み里親も視野に
入れた里親会組織や支援体制を構築する必
要がある。ただ、養子斡旋は民間団体も担っ
ているので、今後公民の具体的な連携や関
わりのあり方などを整理、工夫する必要があ
る
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里親の新たな役割

。里親会組織のあり方の検討

里親会組織は、今後一定のエリアを請け負っ
た包括的フオスダノング機関ごとに活動を展
開させることが想定される。そうなるとエリア
を越えた都道府県単位の里親会組織の運営、
あるいは都道府県を束ねた全国里親会組織
のあり方に影響が及び、組織運営に係わって
何らかの整理や工夫が必要になることが想
定される

里親の新たな役割

。里親家庭に対する支援体制の拡充

社会的養育の受け皿が里親家庭中心になるとすれ
ば、それを支える社会的、人的、資源的なサポート
の体制づくりが必須の条件になる。相談やレスバイ
トのみならず、専門的支援の仕組み、緊急避難や
不調に至らないための調整機能、地域社会への里
親理解の浸透、学校教育や進路に係わっての支援
等々、これまでの里親活動の経験を生かした体制
づくりを、社会全体で進めて行くことが大切になる


